平成30年度の「緑の雇用」事業について
（見直しのポイント）
　平成30年度の「緑の雇用」事業につきましては、平成29年11月に実施された行政事業レビューにおいて、事業の必要性、有効性等の検証結果が来年度予算額に反映されたことにより、予算の効率的な執行が必要な情勢となっています。
また、同レビューにおいて、定着率の向上に向けた取組として、研修生の定着率に関する要件を厳しくすべき等の指摘がなされ、対応が求められているところです。
つきましては、林業事業体における計画的な人材育成に資するよう、下記のとおり、事業内容の見直しを行います。
　今後とも、安全かつ効率的な林業作業を担う現場技能者の育成に向け、皆様の御理解と御協力をお願いします。
○　見直しのポイント
・　申請数に見合う額が予算の範囲を超える場合は、研修業務管理費、安全向上対策費（２・３年次）、研修準備費、資材費を調整する可能性があります。（当然ながら、予算の範囲内で執行できる場合は、調整は不要となります。）
・　助成対象経費の調整で対応可能な申請数を超える申請があった場合は、超える申請数は「拡大研修生」（技術習得推進費等の配分が行われない研修生）として割り当てます。
・　「過去５年間のＦＷ１研修生に関して、定着率（※）が50％未満であり、かつ５名を超える者が林業から離脱している場合、当年度のＦＷ１研修生の割当を行わない」こととします。

　※　定着率＝定着者数÷過去５年間のＦＷ１研修生数　と定義します。
　ここで、 
定着者：過去５年間のＦＷ１研修生のうち林業に就業している者
　  ＦＷ１研修生：研修実施計画承認時点のＦＷ１研修生　とします。
なお、「離脱」には、当該事業体から他の林業事業体に移籍等した場合や離脱理由が当該事業体の責によらない相当事由として事業実施主体が認める場合は含みません。
・　林業大学校等の修了生は、事業体の判断により、ＦＷ１集合研修の受講を省略できることとします。

・　事業体における離脱者の離脱理由などを即時に把握するため、研修生が離脱した場合は、研修生離脱等届（仮称）を速やかに提出していただくこととします。
